
【令和３年度版 最低賃金決定要覧 146 ﾍﾟｰｼﾞに全文】 

最低賃金法（抄） 
 昭和 34.４15法律 137号 

改正昭和 43.６.３法律 90号 

(以下、略) 

                                               (施行 平成 24年 10月１日)  

 

 

(最低賃金審議会) 

（委員） 

第 23条 委員は、政令で定めるところにより、厚生労働大臣又は都道府県労働局長が任命する。 

２ 委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

３ 委員の任期が満了したときは、当該委員は、後任者が任命されるまでその職務を行うものと

する。 

４ 委員は、非常勤とする。 

(会長) 

第 24条 最低賃金審議会に会長を置く。 

２ 会長は、公益を代表する委員のうちから、委員が選挙する。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめ第二項の規定の例により選挙された者が会長の職務を

代理する。 

（専門部会等） 

第 25条 最低賃金審議会に、必要に応じ、一定の事業又は職業について専門の事項を調査審議さ

せるため、専門部会を置くことができる。 

２ 最低賃金審議会は、最低賃金の決定又はその改正の決定について調査審議を求められたとき

は、専門部会を置かなければならない。 

３ 専門部会は、政令で定めるところにより、関係労働者を代表する委員、関係使用者を代表す

る委員及び公益を代表する委員各同数をもつて組織する。 

４ 第二十三条第一項及び第四項並びに前条の規定は、専門部会について準用する。 

５ 最低賃金審議会は、最低賃金の決定又はその改正若しくは廃止の決定について調査審議を行

う場合においては、厚生労働省令で定めるところにより、関係労働者及び関係使用者の意見を

聴くものとする。 

６ 最低賃金審議会は、前項の規定によるほか、審議に際し必要と認める場合においては、関係

労働者、関係使用者その他の関係者の意見をきくものとする。 
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【令和３年度版 最低賃金決定要覧 151 ﾍﾟｰｼﾞに全文】 

 

最低賃金審議会令（抄） 
 昭和 34.５.４ 政令 163号 

改正昭和 45.５.30 政令 151号 

改正平成 11.12.３ 政令 390号 

改正平成 12.６.７ 政令 309号 

改正平成 13.９.27 政令 317号 

改正平成 17.９.30 政令 306号 

改正平成 20.４.25 政令 151号 

改正平成 22.８.４ 政令 178号 

改正平成 28.６.17政令 238号 

(施行 平成 28年 6月 21日) 

（最低賃金専門部会） 

第６条 最低賃金法第 25条第１項又は第２項の規定により審議会に置かれる専門部会（以下「最

低賃金専門部会」という。）の委員及び臨時委員（地方最低賃金審議会に置かれる最低賃金専

門部会にあっては、委員）の数は、９人以内とする。 

２ 中央最低賃金審議会に置かれる最低賃金専門部会に属すべき委員及び臨時委員は、中央最低

賃金審議会の委員及び臨時委員のうちから、厚生労働大臣が任命する。 

３ 中央最低賃金審議会に置かれる最低賃金専門部会に属すべき関係労働者を代表する臨時委

員、関係使用者を代表する臨時委員及び公益を代表する臨時委員の数は、各同数とする。 

４ 第３条の規定は、地方最低賃金審議会に置かれる最低賃金専門部会の関係労働者を代表する

委員及び関係使用者を代表する委員の任命について準用する。この場合において、同条第１項

中「関係労働組合又は関係使用者団体」とあるのは「関係者（関係者の団体を含む。）」と、

同条第２項中「推薦」とあるのは「推薦（都道府県労働局長が、会長の同意を得て、関係者を

代表するに適当でないと認める候補者に係る推薦を除く。）」と読み替えるものとする。 

５ 審議会は、あらかじめその議決するところにより、最低賃金専門部会の決議をもつて審議会

の決議とすることができる。 

６ 前条の規定は、最低賃金専門部会について準用する。この場合において、中央最低賃金審議

会に置かれる最低賃金専門部会については、同条第２項中「中央最低賃金審議会」とあるのは

「中央最低賃金審議会に置かれる最低賃金専門部会」と、「労働者を代表する委員」とあるの

は「関係労働者を代表する委員」と、「使用者を代表する委員」とあるのは「関係使用者を代

表する委員」と読み替えるものとし、地方最低賃金審議会に置かれる最低賃金専門部会につい

ては、同項中「地方最低賃金審議会」とあるのは「地方最低賃金審議会に置かれる最低賃金専

門部会」と、「労働者を代表する委員」とあるのは「関係労働者を代表する委員」と、「使用

者を代表する委員」とあるのは「関係使用者を代表する委員」と読み替えるものとする。 

７ 最低賃金専門部会は、その任務を終了したときは、審議会の議決により、これを廃止するも

のとする。 
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